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第１ 富 士 市 の あ ら ま し 

 

 

 

 

富士市は、昭和 41 年、旧富士市・旧吉原市・旧鷹岡町の合併により誕生し、平成 20 年の旧富士川町

との合併を経て、平成 28年 11月１日に、市制施行 50周年を迎えました。 

日本列島のほぼ中央にあり、東京へ 146 ㎞、大阪へ 410 ㎞の地点に位置し、北に霊峰富士を仰ぎ、南

に駿河湾を望む、風光明媚な環境にあります。東海道新幹線や東名高速道路、県内ほぼ全域で開通した

新東名高速道路等、日本の東西を結ぶ交通の要衝という地理的条件などに恵まれ、静岡県東部の中核都

市として、発展してまいりました。 

また、温暖な気候と富士山麓の豊富な地下水に恵まれ、古くから地場産業として紙・パルプ産業が発

達したため、全国でも有数な「紙のまち」として知られるとともに、化学工業、輸送機械等の産業発展

を背景に、工業都市として大きく飛躍してきました。 

 

 

 

 

 

 

 

  

１ 富士市のあらまし 

富士市 
静岡市 

浜松市 

富士宮市 

御殿場市 

沼津市 

大阪まで 410.2 km 東京まで 146.2 km 

  

裾野市 

（距離：鉄道路線） 

面 積    244.95 ㎞2 

  
人 口    247,121人 
世帯数    111,193世帯 
（令和６年４月１日現在） 
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富士市の世帯と人口推移 

＜各年４月１日現在＞   

年 度 世帯数 
人 口 

総 数 

自 然 動 態 社 会 動 態 増 減 

Ａ＋Ｂ 出 生 死 亡 増減Ａ 転入他 転出他 増減Ｂ 

 世帯 人 人 人 人 人 人 人 人 

平成７ 73,083 232,632 2,688 1,524 937 7,226 6,926 231 1,168 

８ 74,171 233,542 2,435 1,497 1,062 7,120 7,130 75 1,137 

９ 75,329 234,866 2,598 1,524 995 7,360 7,253 -21 974 

10 76,750 236,082 2,449 1,477 1,082 7,241 7,268 444 1,526 

11 78,185 237,437 2,569 1,483 998 7,486 7,165 37 1,035 

12 79,640 238,982 2,550 1,552 828 7,423 7,128 423 1,251 

13 81,446 240,629 2,458 1,598 960 7,474 7,101 373 1,333 

14 83,117 241,727 2,526 1,638 807 7,235 7,601 -366 441 

15 84,117 242,088 2,428 1,688 740 7,178 7,541 -363 377 

16 85,696 242,772 2,322 1,771 551 7,376 7,674 -298 253 

17 86,516 242,932 2,310 1,684 626 6,958 7,344 -386 240 

18 87,435 243,287 2,181 1,800 381 6,961 6,808 153 534 

19 88,291 243,445 2,227 1,789 438 7,176 7,516 -340 98 

20 89,370 244,140 2,276 1,778 498 6,897 6,812 85 583 

21 96,191 261,519 2,207 1,980 227 23,402 6,691 16,711 16,938 

22 96,864 261,573 2,302 2,190 112 6,614 6,469 145 257 

23 97,802 261,335 2,177 2,299 -122 6,291 6,376 -85 -207 

24 98,675 260,559 2,156 2,338 -182 6,233 6,699 -466 -648 

25 99,410 259,339 2,059 2,364 -305 6,189 6,864 -675 -980 

26 100,241 258,241 2,037 2,314 -277 5,896 6,496 -600 -877 

27 101,581 257,215 1,968 2,418 -450 5,969 6,491 -522 -972 

28 102,634 256,126 1,927 2,390 -463 5,959 6,702 -743 -1,206 

29 103,569 255,060 1,861 2,486 -625 5,706 6,394 -688 -1,313 

30 104,646 254,203 1,814 2,589 -775 5,931 6,366 -435 -1,210 

31 106,087 253,410 1,661 2,671 -1,010 6,117 6,267 -150 -1,160 

令和２ 107,413 252,605 1,593 2,650 -1,057 6,171 6,440 -269 -1,326 

３ 108,586 251,616 1,522 2,688 -1,166 5,985 5,823 162 -1,004 

４ 109,133 250,030 1,514 2,788 -1,274 5,821 5,848 -27 -1,301 

５ 109,921 248,368 1,415 2,980 -1,565 5,696 6,229 -533 -2,098 

６ 111,193 247,121 1,328 3,146 -1,818 5,814 6,050 -236 -2,054 

※ 人口動態の推移は日本人のみ。 

※ 平成 20年 11月１日 庵原郡富士川町と合併。 
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（令和６年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ふじやま学園（18） 

２ 福祉部・こども未来部 

福祉事務所の組織 

（凡例） 
は福祉事務所の機構を表す 

（ ）は正規職員数を表す 
○内 はケースワーカー数の再掲 
< > は専門的な職を有する会計 

年度任用職員を表す 

日本赤十字社静岡県支部 

富士市地区事務局 

 

悠容クラブ連合会事務局 

福祉総務課（18） 

課  長（1） 

地域共生担当（5） 

社会福祉担当（5） 

福祉指導室（7） 

 

生活支援課（31） 

課  長（1） 

保護第一担当（9）⑥ 

保護第二担当（9）⑧ 

保護第三担当（9）⑦ 

 生活保護支援員<1> 就労支援員<3> 

 年金調査支援員<1> 女性相談支援員<2> 

面接相談員<1> 

生活支援担当（3） 

 学習支援員<2> 

 

課  長（1） 

計画管理担当（8） 

 手話通訳者<1> 

障害給付担当（6） 

相談支援担当（13）⑩ 

ことばの相談員<1> 

障害福祉課（46） 

保育園（18園）（273） 
 
幼稚園（5園）（39） 
 
認定こども園（1園）（17） 
 
小規模保育事業所（2施設）(6) 

保育幼稚園課（356） 

課  長（1） 

 

施設支援担当（8） 
入園担当（7） 
 徴収嘱託員<1> 

保育コンシェルジュ<1> 

教育保育担当（5） 

児童家庭担当（6）⑤  
（家庭児童相談室） 

家庭相談員 <2> 
 
 
子育て相談担当（4）<5> 

課  長（1） 

こども家庭課（11） 

(こども家庭センター) 

こども未来課（12） 

課  長（1） 

所  長（1） 
※発達相談室長兼務 

 

管理担当（2） 
みはら園（18） 
発達相談室からあ（12） 

福 祉 部 

（福祉事務所） 

 

部 長（1） 

※福祉事務所長兼務 

児童館（4館） 
 
子育て支援センター（5か所） 
 
ファミリー・サポート・センター 

（1か所） 

高齢者支援課（19） 在宅支援担当（6）⑤ 

 

 
 
高齢者政策担当（6） 

地域支援担当（6） 

課  長（1） 

 
 

介護保険課（18） 計画管理担当（4） 

保険給付担当（7） 

認定担当（6） 課  長（1） 

 

こども未来部 

子育て給付課（10） 

課  長（1） 

放課後児童クラブ巡回支援員<2> 
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１ 福祉総務課 

地域共生担当 

① 福祉思想を普及させるため、福祉行事の開催、冊子の発行その他の啓発活動及び人権擁護委員の

活動の支援を行うこと。 

② 自然災害、火災等のり災者を救援するため、災害救助に関する事務及び災害見舞金、弔慰金等の

支給を行うこと。 

③ 民間の社会福祉施設の運営基盤を強化するため、その施設の運営に係る費用を助成すること。 

④ 福祉有償運送に必要な事項を協議するため、福祉有償運送運営協議会を運営すること。 

⑤ 避難行動要支援者を支援するため、避難行動要支援者支援計画に基づき支援体制を構築すること。 

⑥ 地域住民の複雑化かつ複合化した支援ニーズに対応するため、包括的な支援体制を構築すること。 

⑦ 高齢者の健康の保持及び増進並びに社会参加の推進を図るため、高齢者に対する助成を行うこと。 

⑧ 福祉部の庶務及び懸案事務について必要な連絡及び調整を行うこと。 

社会福祉担当 

① 赤十字事業を円滑に遂行するため、富士市地区の事務局を担い、日本赤十字社の活動を支援する

こと。 

② 社会福祉センター等の施設を円滑に管理するため、指定管理者の指導及び監督又は施設の維持管

理を適切に行うこと。 

③ 地域福祉活動を推進するため、社会福祉協議会に対する支援及び助成を行うこと。 

④ 要援護者の相談、指導、調査その他地域住民の福祉向上を図るため、民生委員・児童委員の活動

を支援し、助成すること。 

⑤ 犯罪者等の更生を図るため、保護司会等の活動を支援し、助成すること。 

⑥ 戦傷病者、戦没者遺族等を援護するため、慰霊塔の管理、戦没者追悼式、県への報告事務等を行

うこと。 

⑦ 地域福祉の推進を図るため、市民から寄せられた寄附を有効に運用管理すること。 

⑧ 多年にわたり社会のために尽くしてきた高齢者を敬愛し、長寿を祝うため、敬老事業を行うこと。 

⑨ 高齢者が生きがいを持って生活できるようにするため、老人クラブ活動に対する指導及び助成を

行うこと。 

⑩ 婚姻率の増加を図るため、啓発及び支援を行うこと。 

福祉指導室 

① 社会福祉法人の適正な運営及び円滑な社会福祉事業の経営の確保を図るため、社会福祉法人の指

導監査を行うこと。 

② 有料老人ホーム設置事業者、指定した介護サービス事業者、障害福祉サービス事業者及び民間保

育園等に対する指導監督等を行い、適正な事業の実施及びサービスの質の確保を図ること。 

  

３ 福祉部・こども未来部の分掌事務 
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２ 高齢者支援課 

高齢者政策担当 

① 高齢者保健福祉計画に基づいて事業を推進するため、計画を適正に進行管理すること。 

② 高齢者が地域社会で継続的に生活できるようにするため、地域包括ケアシステムを充実させ、包

括的に支援すること。 

③ 高齢者が地域社会で尊厳を持って生活できるようにするため、介護予防及び日常生活支援を総合

的に推進すること。 

在宅支援担当 

① 要介護高齢者の生活の安定及び福祉の増進を図るため、各種介護サービスを行うこと。 

② ひとり暮らし高齢者及び高齢者世帯の生活の安定を図り、要介護状態となることを予防するため、

各種生活支援サービスを行うこと。 

③ 居宅での生活が困難な高齢者に対し生活の安定を確保するため、養護老人ホーム等への適正な入

所措置等を行うこと。 

④ 高齢者が安心して生活できるようにするため、各種生活支援サービスを行うこと。 

地域支援担当 

① 住み慣れた地域での高齢者の自立した生活を確保するとともに、家族介護者を支援するため、必

要な支援サービスを提供すること。 

② 要支援者等が自立して生活できるようにするため、支援計画の作成および介護予防サービスを行

う事業者等との連絡調整を行うこと。 

③ 認知症高齢者が安心して生活できるようにするため、認知症高齢者及び家族の支援並びに認知症

に関する啓発活動を行うこと。 

 

３ 介護保険課 

計画管理担当 

① 要介護者の地域における安心な生活を確保するため、地域密着型サービス等を計画的に整備する

こと。 

② 介護保険事業計画に基づいて事業を推進するため、計画を適正に進行管理すること。 

③ 介護に従事する人材を確保するため、補助金の交付等を行うこと。 

④ 良質で過不足のない介護サービスを提供するため、給付適正化事業を行うこと。 

保険給付担当 

① 介護保険被保険者の資格管理を適正に行うため、取得喪失等の状況を把握すること。 

② 介護保険事業に要する費用を確保するため、介護保険料の適正な賦課徴収等を行うこと。 

③ 介護保険被保険者の安定したサービス利用を確保するため、適正に保険給付を行うこと。 

④ 低所得者への介護サービスの提供を図るため、利用者負担の支援措置を行うこと。 

認定担当 

① 介護保険の適正な利用を図るため、公平かつ公正な要介護認定事務を行うこと。 
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４ 生活支援課 

保護第一担当・保護第二担当・保護第三担当 

① 低所得者の生活を保障し、自立を助長するため、生活保護を行うこと。 

② 配偶者等から暴力を受けた被害者及び困難な問題を抱える女性を支援するため、相談、援助及び 

 保護を行うこと。 

③ 行旅中の病人及び死亡人に対応するため、医療費の支給及び葬祭を行うこと。 

④ 厚生労働行政の基礎資料とするため、国民生活基礎調査等を行うこと。 

⑤ 中国残留邦人等の生活を保障し、自立を助長するため、支援給付を行うこと。 

生活支援担当 

① 一時的な困窮者を援助するため、生活困窮者等に緊急援護費を支給し、及び旅費困窮者に交通費

を支給すること。 

② 生活困窮者の早期自立を促すため、相談支援を行うこと。 

③ ユニバーサル就労を推進するため、就労環境の整備に関する施策を企画し、及び実施すること。 

 

５ 障害福祉課 

計画管理担当 

① 障害福祉計画及び障害児福祉計画に基づいて事業を推進するため、計画を適正に進行管理するこ 

 と。 

② 障害者の自立及び日常生活を支援するため、補装具等の給付を行うこと。 

③ 障害者の快適な生活等を支援するため、タクシー利用助成等の各種サービスを提供すること。 

④ 介護給付費等に係る支給手続の透明化及び公平化を図るため、障害支援区分認定調査を行い、障

害支援区分認定等審査会で認定すること。 

⑤ 市民の障害福祉及び障害者に対する理解を深めるため、啓発活動を行うこと。 

⑥ 障害者の自立及び社会参加を促進するため、手話通訳者及び要約筆記者の派遣、養成等の意思疎

通支援を行うこと。 

⑦ ふじやま学園の施設機能を保持するため、施設及び設備を適切に維持管理すること。 

⑧ くすの木学園、そびな寮、あおぞら寮の施設を円滑に管理するため、指定管理者の指導及び監督

を適切に行うこと。 

障害給付担当 

① 障害者の福祉サービスを提供するため、障害者手帳を交付すること。 

② 障害者の負担を軽減するため、医療費等を助成すること。 

③ 障害者の福祉の増進を図るため、障害者手当を支給すること。 

相談支援担当 

① 障害者等の地域生活を向上させるため、短期入所、生活介護、居宅介護等の各種サービスを提供

すること。 

② 障害者の施設生活を支援するため、施設サービスを提供すること。 

③ 障害者のニーズを把握し、サービスの調整を図るため、相談業務を行うこと。 

④ 障害者相互の交流を深めるため、障害者団体の育成を行うこと。 

⑤ 障害者の自立を促進するため、就労等の訓練の場を提供すること。 

⑥ 障害者(児)に適切なサービスを提供するため、サービス等利用計画の作成を行うこと。 
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ふじやま学園 

① ふじやま学園の設置目的に沿った事業を円滑に展開するため、学園を適切に運営管理すること。 

② ふじやま学園利用者の健全な食生活を確保するため、安全かつ、安心な給食を提供すること。 

③ ふじやま学園利用者の健康で健やかな生活を支援するため、健康診断及び保健指導を行うこと。 

④ ふじやま学園の運営機能を保持するため、施設及び設備を適切に運営管理すること。 

⑤ 在宅の障害児(者)及び保護者を支援するため、障害児(者)を一時的に短期入所させること。 

 

６ こども未来課 

① 子育て世帯の育児負担を軽減するため、子育てに係る支援を行うこと。 

② 子育て世帯における仕事と家庭の調和を図るため、子育て環境の整備を行うこと。 

③ 児童の健康を増進し、情操を豊かにするため、児童健全育成事業を推進すること。 

④ 放課後の児童に適切な遊び及び生活の場を提供するため、放課後児童クラブを適正に運営管理す

ること。 

⑤ 放課後の児童に適切な遊び及び生活の場となる施設の整備を進めるため、放課後児童クラブを建

設すること。 

⑥ こども施策を総合的に推進するため、計画を策定し、推進すること。 

⑦ 子どもの権利を保障するため、子どもの権利擁護に関する理念の周知及び環境整備を行うこと。 

 

７ 保育幼稚園課 

入園担当 

① 保育を必要とする児童並びに保護者に対し、保育園、認定こども園、小規模保育事業所等を利用

するための認定及び入所手続きに関する事務を行うこと。 

② 幼稚園、保育園、認定こども園等の設置目的に沿った事業を円滑に展開するため、公立幼稚園、

公立保育園、公立認定こども園等を適切に運営管理すること。 

③ 入所児童の生活環境を改善するため、公立幼稚園、公立保育園、公立認定こども園等の施設整備

を行うこと。 

施設支援担当 

① 質の高い教育及び保育を実現するため、公立幼稚園、公立保育園、公立認定こども園等の教育及

び保育環境における規模の適正化を図ること。 

② 民間保育園等の運営を安定化し、保育環境を改善するため、民間保育園等に対し運営助成を行う

こと。 

③ 私立幼稚園の運営を安定化し、教育環境を改善するため、私立幼稚園に対し運営助成を行うこと。 

教育保育担当 

① 幼稚園教諭、保育士、保育教諭の資質の向上を図るため、研修及び指導を行うこと。 

② 公立保育園、公立認定こども園、公立小規模保育事業所の児童の健全な食生活を確保するため、

給食を管理すること。 

③ 幼稚園、保育園、認定こども園等における幼児教育と小学校における義務教育との円滑な接続を

図るため、研修等を行うこと。 

④ 公立幼稚園、公立保育園、公立認定こども園等における特別な配慮を必要とする子どもに対する

適切な教育及び保育を実施するため、必要な環境整備を行うこと。 
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保育園 

① 保育を必要とする児童に生活の場を提供し、及び保護者に対する子育て支援を推進するため、入

所児童の保育及び子育て支援事業を行うこと。 

② 入所児童の健全な食生活を確保するため、給食を調理し、提供すること。 

認定こども園 

① 就学前児童に対する教育及び保育並びに保護者に対する子育て支援の総合的な提供を推進するた

め、入所児童の教育及び保育並びに子育て支援事業を行うこと。 

② 入所児童の健全な食生活を確保するため、給食を調理し、提供すること。 

小規模保育事業所 

① 保育を必要とする児童に生活の場を提供し、及び保護者に対する子育て支援を推進するため、入

所児童の保育及び子育て支援事業を行うこと。 

② 入所児童の健全な食生活を確保するため、給食を調理し、提供すること。 

 

８ こども家庭課 

児童家庭担当 

① 子どもとその家庭及び妊産婦等を支援するため、実情の把握、子ども等に関する相談、在宅支援

等を行うこと。 

② ひとり親家庭等における児童の福祉向上を図るため、支援等を行うこと。 

 子育て相談担当 

① 妊産婦及び乳幼児等の健康を増進するため、相談、助言等の支援を行うこと。 

② 安全な出産及び妊産婦の健康管理を図るため、保健指導、健康診査等を行うこと。 

 

９ 子育て給付課 

① ひとり親家庭等における児童の福祉向上を図るため、給付事業を行うこと。 

② ひとり親家庭等の医療費の負担を軽減するため、医療費を助成すること。 

③ ひとり親家庭等の経済的負担を軽減するため、児童扶養手当を支給すること。 

④ 児童を養育している家庭の経済的負担を軽減するため、児童手当を支給すること。 

⑤ こどもを養育している家庭の医療費の負担を軽減するため、医療費を助成すること。 

⑥ 未熟児の健全な育成を図るため、入院が必要な未熟児に医療給付を行うこと。 

 

１０ こども発達センター 

管理担当 

① 園児の健全な食生活を確保するため、園児の特性に応じた給食を提供すること。 

② 通園に係る負担の軽減及び利便性の向上を図るため、園児用送迎バスの運行管理を行うこと。 

③ こども発達センターの施設機能を保持するため、施設及び設備を適切に維持管理すること。 

みはら園 

① 障害や特性のある子どもが家庭や地域で生活するため、発達状況に応じた支援を行うこと。 

発達相談室からあ 

① 乳幼児期の子どもに対し、発達状況に応じた適切な支援を行うため、早期発達支援事業を行うこ

と。 

② 子どもの発達状況等を確認し、様々な支援につなげるため、発達相談事業を行うこと。  
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１ 富士市一般会計歳出             （単位：円） 

年度 

区分 
令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算 

一 
 

般 
 

会 
 

計 

民 
 
 

生 
 
 

費 

社 会 福 祉 費 

（国年・国保・後期高齢者医療費を除く） 
1,774,551,294 3,304,517,985 3,051,096,418 

社 会 福 祉 総 務 費 784,920,611 940,666,589 923,323,603 

生活困窮者自立支援給付費 25,901,165 35,415,542 ─ 

住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付費 963,729,518 1,302,548,807 ─ 

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金給付費 ─ 1,025,887,047 ─ 

住民税非課税世帯等物価高騰対策給付金給付費 ─ ─ 2,127,772,815 

老 人 福 祉 費 3,448,220,382 3,564,379,241 3,467,725,947 

高 齢 者 対 策 費 64,012,254 71,524,660 70,793,580 

要 援 護 高 齢 者 対 策 費 406,374,850 473,602,117 297,191,400 

介 護 保 険 費 2,977,833,278 3,019,252,464 3,099,740,967 

児 童 福 祉 費 18,103,870,932 14,761,795,903 15,380,875,403 

児 童 福 祉 総 務 費 390,901,871 ― ─ 

子 ど も 子 育 て 支 援 費 ─ 780,424,275 800,382,018 

こ ど も 家 庭 費 ─ 228,570,960 186,635,409 

母 子 家 庭 等 対 策 費 ─ ― ─ 

ひとり親家庭等対策費 103,335,803 105,850,154 126,942,739 

児 童 手 当 費 3,796,753,131 3,642,062,192 3,492,396,376 

児 童 扶 養 手 当 費 894,766,293 880,883,646 857,006,435 

こ ど も 医 療 費 960,532,943 1,037,083,010 1,160,748,814 

児 童 健 全 育 成 費 445,838,060 ─ ─ 

保 育 園 費 2,734,858,738 2,840,115,527 2,904,188,313 

保 育 園 振 興 費 4,807,063,417 4,988,764,569 5,206,406,064 

子育て世帯物価高騰対策特別給付金給付費 ─ 2,786,010 378,604,986 

子育て世帯等臨時特別支援事業費 3,677,070,175 ─ ─ 

子育て世帯生活応援給付金給付費 20,523,940 ─ ─ 

子育て世帯生活支援特別給付金給付費 272,226,561 248,631,586 267,564,249 

子育て世帯への臨時特別給付金給付費 ─ 6,623,974 ─ 

障 害 者 福 祉 費 7,305,318,523 7,911,230,379 8,664,673,157 

障 害 者 福 祉 総 務 費 4,371,024 4,659,886 5,232,978 

障害者医療手当給付費 622,388,602 624,198,318 624,627,800 

障 害 者 自 立 支 援 費 6,044,406,091 6,664,708,341 7,364,903,921 

障 害 者 援 護 事 業 費 57,795,687 54,342,979 57,149,342 

障害者就労支援施設費 33,824,236 28,335,619 23,818,569 

障 害 児 入 所 施 設 費 247,842,032 235,608,829 250,866,587 

こども発達センター費 294,690,851 299,376,407 338,073,960 

生 活 保 護 費 3,469,508,514 3,471,778,787 3,913,557,514 

生 活 保 護 総 務 費 215,112,293 223,557,774 267,134,972 

扶 助 費 3,254,396,221 3,248,221,013 3,646,422,542 

災 害 救 助 費 520,000 410,000 931,925 

災 害 救 助 費 520,000 410,000 931,925 

計 34,101,989,645 33,014,112,295 34,478,860,364 

４ 福祉関係決算 
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２ 介護保険事業特別会計 

歳入                                     （単位：円） 

 

歳出                                     （単位：円） 

年度 

区分 
令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算 

介
護
保
険
事
業
特
別
会
計 

介護保険料 4,803,165,348 4,825,556,855 4,851,184,676 

（ 還 付 未 済 額 ） （2,661,108） （3,105,556） （3,811,852） 

分担金及び負担金 36,977,750 37,846,700 40,039,100 

 負 担 金 36,977,750 37,846,700 40,039,100 

国庫支出金 4,377,342,987 4,447,611,111 4,537,728,278 

国 庫 負 担 金 3,553,399,681 3,559,197,403 3,610,144,117 

国 庫 補 助 金 823,943,306 888,413,708 927,584,161 

支払基金交付金 5,186,257,000 5,161,048,000 5,327,032,451 

県支出金 2,802,986,958 2,827,965,090 2,896,475,395 

県 負 担 金 2,643,973,079 2,667,178,000 2,732,273,000 

県 補 助 金 159,013,879 160,787,090 164,202,395 

財産収入 814,953 657,422 3,098,779 

 財 産 運 用 収 入 814,953 657,422 3,098,779 

繰入金 3,142,014,048 3,306,611,701 3,369,838,610 

一般会計繰入金 2,972,014,048 3,006,611,701 3,089,838,610 

介護給付費準備基金繰入金 170,000,000 300,000,000 280,000,000 

繰越金 10,135,512 306,788,617 374,145,206 

諸収入 7,970,451 8,814,464 5,823,299 

延滞金加算金及び過料 465,244 319,760 388,620 

預 金 利 子 12,246 7,455 0 

雑 入 7,492,961 8,487,249 5,434,679 

計 
20,367,665,007 

（2,661,108） 

20,922,899,960 

（3,105,556） 

21,405,365,794 

（3,811,852） 

年度 

区分 
令和３年度決算 令和４年度決算 令和５年度決算 

介
護
保
険
事
業
特
別
会
計 

総務費 331,585,594 335,360,783 339,782,727 

総 務 管 理 費 184,558,114 187,335,870 193,311,655 

徴 収 費 12,372,751 12,471,160 10,769,541 

介護認定審査会費 132,376,240 133,422,442 133,191,863 

趣 旨 普 及 費 1,808,455 1,623,545 1,643,840 

運 営 協 議 会 費 470,034 507,766 865,828 

保険給付費 18,368,984,887 18,564,437,291 19,147,568,085 

 保険給付費等諸費 18,368,984,887 18,564,437,291 19,147,568,085 

地域支援事業費 1,215,722,277 1,243,713,607 1,264,503,384 

保健福祉事業費 18,058,295 17,308,665 16,974,865 

基金積立金 100,814,953 200,657,422 238,693,000 

公債費 0 0 0 

諸支出金 25,710,384 187,276,986 219,737,624 

償還金及び還付加算金 13,493,752 174,564,007 206,667,757 

繰 出 金 12,216,632 12,712,979 13,069,867 

予備費 0 0 0 

計 20,060,876,390 20,548,754,754 21,227,259,685 
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児童福祉費

153.8億円
39.6%

障害者福祉費

86.6億円

22.3%

社会福祉費

74.4億円
19.1%

生活保護費

39.1億円

10.1%

老人福祉費

34.7億円

8.9%

災害救助費

931千円

民生費

388.7億円

38.7%

教育費

134.9億円

13.4%

衛生費

107.5億円

10.7%

土木費

99.1億円
9.9%

総務費

104.6億円
10.4%

公債費

69.2億円
6.9%

消防費ほか

98.6億円

9.8%

令和５年度一般会計歳出に占める福祉関係費の割合 

 

   一般会計歳出 1,004.7億円の内訳            民生費 388.7億円の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般会計歳出に占める民生費の変化 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民一人当たりの民生費の変化（民生費／各年度 4月 1日人口） 

 

 

 

 

（億円） 

国民年金費（国年費）、国民健康保険費（国保費）、後期高齢者医療費を除く福祉関係費は 344億 8千万円 

（小数点第二位以下を四捨五入） 

 

 

（年度） 

826億円 

民生費 

（36.9%） 

304.4 億円 

（万円） 

（年度） 

839億円 

952億円 

1,201億円 

958億円 948億円 
1,005億円 

民生費 

（36.0%） 

302.3 億円 

民生費 

（33.3%） 

317.3 億円 

民生費 

（27.6%） 

331.4 億円 

民生費 

（40.0%） 

383.4 億円 

民生費 

（39.4%） 

373.4 億円 

民生費 

（38.7%） 

388.7 億円 


